
２０２４年問題で求められる課題

～ドライバーの労働時間管理と

長時間労働の是正～

ムロタ社会保険労務士事務所





2024年に至る「働き方改革」に関する法律の改正



2024年問題とは時間外労働上限規制の
結果生じる物流における諸問題

・働き方改革の中心は長時間労働の是正です。

・特に、残業時間が実質無制限であることが、「過労死」「長時間労働

の慢性化」の原因となっている、との議論を経て、

「残業時間に上限を設定し、違反した場合には罰則を適用する」労働基

準法改正が行われました。

・運送業は「残業の上限規制」のみ、5年間猶予されて

きましたが、2024年4月1日から実施されます。



想定される具体的影響

１.労働時間規制により総運送量、会社の売上げ、利益が減少

運送業界は「労働集約型産業」であり、ドライバーの時間外労働時間に上限が設

けられることで、会社全体で行う業務量が減少し、結果的に売り上も減少。社屋、車

庫や車両等に関わる固定費は大きく削減できず、利益も減少することから、会社経営

への深刻な影響が憂慮されます。

２．ドライバーの収入減少とドライバー不足
ドライバーの大部分は、長時間労働による歩合給や時間外手当手が給与額で多くの

比重を占めますが、それらの大幅な減少の結果、現役ドライバーの退職や求人での応
募者の減少でトラックと仕事はあるが運ぶドライバーがいない、という事態が想定されま
す。



３．物流システムの縮小と崩壊による経済への影響
上限規制による運送量の減少や残業代削減に伴うドライバー不足により、荷物

を運べないという深刻な事態になり、物流だけでなく経済全体が崩れる可能性が

あります。



・２０２４年問題は2019年労働基準法改正が出発点

１．残業時間の上限が年７２０時間に規制
２．１か月毎も上限規制
３．6か月以下の懲役もしくは30万円以下の罰金
４．運送、建築、医師等は５年間猶予

・ドライバー以外は適用の対象
事務職、倉庫作業、運行管理者、配車係

・運行管理者・配車の解釈
運転者として契約をしていても主として運行管理、配車の場合は適用される。





自動車運転者は、時間外労働の限度時間が、一般則と同様月45時間、
年360時間となりますが

５年後の2024年4月以降、特別協定を締結する
場合、年間の時間外労働の上限が年960時間。

違反すると、6か月以下の懲役もしくは30万円以下の罰則。
ただし
・時間外労働が月100時間未満、月45時間を超えることができるの
は年６か月までとする規制は適用されません

・時間外労働と休日労働の合計について、「月100時間未満」「６
か月平均80時間以内」の規制も適用されません





死亡事故から３６協定違反・許可取り消しの行政処分に

2014年7月15日、死亡事故



参議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年６月28日）

七、自動車運転業務の上限規制は年960時間という水準に 設定されるが、現状に
おいて過労死や精神疾患などの健康被害が最も深刻であり、できるだけ早期
に一般則に移行できるよう、（中略）。

八、自動車運転業務については、過労死等の防止の観点から、「自動車運転者の
労働時間等の改善のための基準」の総拘束時間等の改善について、関係省庁
と連携し、速やかに検討を開始すること。

衆議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年５月25日）

二、時間外労働の上限規制の適用が猶予される業務について、特に、自動車運転業務
については、 長時間労働の実態があることに留意し、改正法施行後５年後の特
例適用までの間、過労死の発生を防止する観点から改善 基準告示の見直しを行
うなど必要な施策の検討を進めること。



脳・心臓疾患の請求件数の多い業種



労働災害の認定基準となっている労働時間

・「血管病変等を著しく増悪させる業務による脳血管疾患及び虚血性心疾患等の

認定基準」（運輸業以外では罰則化）

発症前１か月間に100時間または２～６か月間平均で月80時間を超える時間外

労働（休日労働を含む。）

・「心理的負荷による精神障害」の認定基準

発病直前の連続・した２か月間に、１月当たりおおむね１ ２０時間以上の時間外

労働または発病直前の連続した３か月間に、１月当たりおおむね１ ００時間以上

の時間外労働

改正基準では、

「1ヶ月の時間外労働と休日労働の合計時間が100時間未満になるように努める」



上限規制に合わせ改善基準告示も見直し

一般則の条件適用除外、年２４０時間増に伴う規制の強化



















改善基準違反による行政処分は変更なし

改正基準告示は、法律ではなく、あくまでも、労働条件に関する基準。そのため、

違反しても罰則はない。しかし、違反した場合

・労働基準監督署は是正指導か勧告

・運輸局は行政処分（使用停止、事業停止、取消し）

平成３０年から使用停止車両割合を全体の最大５割に引き上げ

処分１５０日車のとき、配置車両数が１０両の営業所の場合

・改正前２両×７５日

・改正後５両×３０日



重要 改正労働基準法と改善基準の関係
改善基準の1か月、1年の拘束時間内でも
年間時間外時間は960時間をオーバー

改正前

• １か月及び1年の最大拘束時間内であれば、残業時間の規制がない

• 時間外労働時間の年間の合算計算は不要

改正後

• １か月、1年の最大拘束時間以内でも1年960時間を上回る場合がある

• 違反には6か月以下の懲役もしくは30万円以下の罰金

•時間外労働時間の1年間の合算計算は必須







拘束１２時間、１日３時間(5:00出勤17:00退勤）の場合の試算

週休１日の場合
月 火 水 木 金 土 日 計 1か月計 1年計

労働時間 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 66:00 286:46 3432:00
休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 6:00 26:03 312:00
拘束時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 0:00 72:00 312:00 非 3744:00 非
所定労働時間 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00 173:48 2088:00
残業時間 3:00 3:00 3:00 3:00 3:00 11:00 0:00 26:00 120:00 非 1440:00 非

隔週休１日の場合

月 火 水 木 金 土 日 計 1か月計 1年計
労働時間 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 262:53 3144:00
休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 23:54 288:00
拘束時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 0:00 288:00 適 3456:00 非
所定労働時間 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 173:48 2088:00
残業時間 3:00 3:00 3:00 3:00 3:00 11:00 0:00 96:00 適 1152:00 非

週休２日の場合

月 火 水 木 金 土 日 計 1か月計 1年計
労働時間 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 55:00 238:59 2856:00
休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 5:00 21:43 264:00
拘束時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 0:00 0:00 60:00 264:00 適 3168:00 適
所定労働時間 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00 173:48 2088:00
残業時間 3:00 3:00 3:00 3:00 3:00 0:00 0:00 15:00 72:00 適 864:00 適



拘束１３時間、１日４時間(5:00出勤16:00退勤）の場合の試算

週休１日の場合

月 火 水 木 金 土 日 計 1か月計 1年計
労働時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 72:00 312:51 3744:00
休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 6:00 26:03 312:00
拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 0:00 78:00 338:55 非 4056:00 非
所定労働時間 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00 173:48 2088:00
残業時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 12:00 0:00 32:00 139:03 非 1680:00 非

隔週休１日の場合
月 火 水 木 金 土 日 計 1か月計 1年計

労働時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 286:48 3432:00
休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 23:54 288:00
拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 0:00 310:40 非 3720:00 非
所定労働時間 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 173:48 2088:00
残業時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 12:00 0:00 112:59 非 1344:00 非

週休２日の場合
月 火 水 木 金 土 日 計 1か月計 1年計

労働時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 60:00 260:42 3120:00
休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 5:00 21:43 264:00
拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 0:00 0:00 65:00 282:25 適 3384:00 適
所定労働時間 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00 173:48 2088:00
残業時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 0:00 0:00 20:00 86:54 適 1032:00 非



最大拘束時間6か月と年間残業時間９６０時間の計算
（所定時間173時間、24日勤務の場合）

・１か月最大拘束時間３１０時間で６か月

所定労働時間＝１７３時間

２４日の出勤日数で休憩時間が１時間＝２４時間

1か月の残業時間＝３１０時間－１７３時間－２４時間（休憩）＝１１３時間

計 １１３時間×６か月＝６７８時間

・残り６か月

１か月の残業時間＝９６０時間－６７８時間＝２８２時間÷６か月＝４７時間

1か月の拘束時間＝４７時間＋２４時間＋１７３時間＝２４４時間



月平均８０時間以内、最大月でも１００時間、
年間９６０時間以内が時間管理の目安

・月の拘束時間が最大の３１０時間である場合（２４日勤務）でも休憩の設定

時間だけで残業時間は変わる。

・休憩時間１時間

３１０時間-１７３時間-２４時間＝１１３時間

・休憩時間２時間

３１０時間-１７３時間-４８時間＝８９時間

出勤時間を更に1時間遅らす事ができれば、

３１０時間-１７３時間-４８時間-24時間＝６５時間



１．時間外は年間最大960時間まで

２．拘束時間は最大1か月３１０時間、１年間3,400時間を超えない範囲で年6回まで

３．284時間を超える月が3か月を超えて連続しないこと

４．月の時間外、休日労働が100時間未満に努める



本年４月から６０時間以上５割増しがスタート
給与明細、賃金台帳への不記載で未払い残業が表面化

・会社は給与明細で２５％増し、５０％増しのそれぞれの額を明記する必要があり、

その根拠である時間外労働時間をドライバーに対し説明しなければならない。

・６０時間問題は単に５割増ではなく、これを契機に労働時間を反映していない給

与制度そのものの問題となり、ドライバーの未払い請求への引き金となる。

・未払い額は時効３年分を全ドライバーに清算というとてつもない金額となり、会社

の存続は１００％不可能である。

• これまでの未払いは、個別的であったが、「集団的紛争」に発展する可能性があ

り、労働組合結成や外部労組の介入も考えられる。



月々１万円近い会社負担の増加







歩合給部分を残業代込みとして支給することは違法です

・賃金＝基本給＋運行時間外手当（基本給部分および歩合給部分の割増賃金込み）
+調整時間外手当

・運行時間外手当＝（月間運賃収入＋月間作業収入－高速料金－車種別控除金額）
×車種別適用率） →計算式は歩合給そのもの

・調整時間外手当＝(労基法が定める)割増賃金－運行時間外手当

※歩合給を上回る残業代が発生してた場合のみ、歩合給を上回った額を支払うという
こと。



1週間の時間外労働時間算出の基礎知識

１．1日８時間週４０時間制と所定休日、法定休日

（１週間のある曜日を起点日とした１週間毎に４０時間）
所定休日 法定休日

月 火 水 木 金 土 日 計

出勤時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00

退勤時間 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00

拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00

休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00

労働時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 84:00

所定労働時間 100% 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00

時間外時間 125% 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 12:00 32:00

休日出勤 135% 12:00 12:00

深夜 25% 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 7:00



２.平日に祝日があり土曜日を所定休日としている場合

・パターン１ 所定休日を振り返る

所定休日 法定休日

月 火 水祝日 木 金 土 日 計

出勤時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00

退勤時間 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00

拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00

休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00

労働時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 60:00

所定労働時間 100% 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00

時間外時間 125% 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00 20:00

休日出勤 135%

深夜 25% 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 5:00



・パターン２ 年次有給休暇もしくは会社待機にする

有給/待機 所定休日 法定休日

月 火 水祝日 木 金 土 日 計

出勤時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00

退勤時間 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00

拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00

休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00

労働時間 12:00 12:00 8:00 12:00 12:00 12:00 68:00

所定労働時間 100% 8:00 8:00 8:00 8:00 8:00 40:00

時間外時間 125% 4:00 4:00 0:00 4:00 4:00 12:00 28:00

休日出勤 135%

深夜 25% 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 5:00



・パターン３ 祝日を所定休日にする

所定休日 所定休日 法定休日

月 火 水祝日 木 金 土 日 計

出勤時間 4:00 4:00 4:00 4:00 4:00

退勤時間 17:00 17:00 17:00 17:00 17:00

拘束時間 13:00 13:00 13:00 13:00 13:00

休憩時間 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00

労働時間 12:00 12:00 12:00 12:00 12:00 60:00

所定労働時間 100% 8:00 8:00 8:00 8:00 32:00

時間外時間 125% 4:00 4:00 4:00 4:00 12:00 28:00

休日出勤 135%

深夜 25% 1:00 1:00 1:00 1:00 1:00 5:00



勤務毎の労働時間から無駄な時間を削減する

・Ａ運転手は、早朝３時からの仕事だったが、「寝過ごしを避けるに為に」（本人）前日

の夜９時頃に倉庫まで回送し、近くで車内仮眠をとっ ていた。

・ある日、代理人弁護士から夜９時以降の労働時間に対する過去３年間の残業代支

払いを求める内容証明が届いた。

（1日6時間✕1,400円×3年900日＝756万円）＋付加金＝1,512万円

・内容証明では点呼、デジタコデータ、運転日報、タイムカード等の提出も求めてい

る。

・社長は「本人の都合であって、仕事はあくまで早朝３時からであるから支払う義務は

ない、資料も出さない」と主張している。



ドライバー任せでは時間管理はできない

出勤時間、退勤時間、休憩時間はすべてドライバー任せであって

も点呼簿、デジタコやタイムカード等が労働時間の客観的証拠。

業務とは無関係な時間までもが労働時

間に算入され、使用者がその結果に

“ＮＯ”と言えない



・労働時間とは労働者の行為が使用者の指揮命令下

に置かれている時間をいう。

・手待時間・睡眠時間など実際に労働していない時間

であっても、完全に使用者の指揮・命令から自由で

あるかどうかが労働時間の判断。

労働時間の定義を知ろう



①出勤時間の指示ができているか

・指示できていない場合は、会社がその出勤時間を暗黙で認

めていたこと になり、全て労働時間で算出される。

・退勤点呼時及び出勤点呼時に出勤予定時間を本人確認

・デジタコデータに勝るのは会社指示を本人が了解した証拠

・点呼は出勤指示時間に実施、できない場合は厳しく指導



② 労働時間から外す事ができる「手空き時間」

１．駐車して車両から離れることができる。

２．車両（貨物）の監視義務を課していない。

３．労働から離れて自由に利用できる。（構内に居ること等
の指示は可能）

４．次の作業時間が決まっている。（その時間までは自由な
時間）



③ 休憩時間は1時間とは限らない

労働基準法３４条

「使用者は、労働時間が６時間を超える場合においては少なく

とも４５分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の休

憩を労働時間の途中に与えなければならない。」

上限は定めておらず、1回１０分以上で３分割まで可能



４．変形労働時間制

1週間当たりの労働時間が40時間を超えない範囲内で特定された週において40時間、

特定された日において8時間を超えて、労働させることができる。

＊１年間の変形労働時間制 1年間を平均して週40時間1日8時間以内

＊１か月の変形労働時間制 １か月を平均して週４０時間８時間以内

▶変形労働時間制は運送会社にとって便利な制度であるが、１

か月前の勤務予定の明示や連続勤務の制限など導入条件があ

り、

まずは４週４０時間制を徹底してみることからスタート



労働時間管理のまとめ

１．ドライバー任せの労働時間を会社主導で適正化する

２．出勤時間、休憩時間、退勤時間、休養時間等の見直し
を行い、会社の指示を明確にし、遵守させる

３. 残業時間が時間外手当として正確に反映する給与制度
に移行し、労働時間問題を労使共通の課題とする

4． 荷主、元請けに対し、不適切な労働時間待ち時間や待
機時間の見直しを求める





運賃値上げ交渉の環境は変化している。（２０２２年１２月日経より）



ありがとうございました。2023年4月から5割増し。

労働時間管理・給与制度改正は待ったなしです。

運輸事業の賃金・労度時間の「適法化サポート」

ムロタ社会保険労務士事務所


